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資料 1

平成2８年度「第2次北海道男女平等参画基本計画」推進状況【概要版】(案)

１ 作成の趣旨

○ 道では、平成13年３月に公布した「北海道男女平等参画推進条例」（以下「条例」

という。）に基づき、北海道男女平等参画基本計画（H14～H19）に引き続いて、

第２次北海道男女平等参画基本計画（H20～H29）（以下「第２次計画」という。）

を策定しました。

○ 本計画の推進状況は、条例の規定に基づき、毎年公表することとしており、この度、

平成2８年度(H2８.3.31現在）の推進状況と関連して講じた施策の実施状況を取りま

とめました。

２ 計画の体系

○ 第２次計画では、３つの目標と13の基本方向、そして40の施策の方向を定めて
います。

目 標 基本方向 施策の方向

３項目 １３項目 ４０項目

〈 目標 〉

Ⅰ 男女平等参画の実現に向けた意識の変革

Ⅱ 家庭・職場・地域社会における男女平等参画の促進

Ⅲ 多様なライフスタイルを可能にする環境の整備

３ 計画の推進状況

○ 第２次計画では、計画の推進管理を効果的に行うため、施策の方向の各項目ごと

に指標項目（31項目）、参考項目(62項目)を設定するとともに、指標項目において

は、目標値を設定しています。

なお、計画のより実効性を確保するために平成23年度に指標項目を６項目、参考

項目を19項目追加しました。

・指標項目：計画の推進管理において成果を検証する際に用いる項目

・参考項目：男女平等参画推進の状況把握のため参考とする項目

○ 道では、北海道男女平等参画審議会の意見を踏まえながら、男女平等参画の推進に関す

る施策のうち、翌年度において重点的に取り組むべき事項をを決定しています。

平成2８年度は、１２項目を重点事項としました。
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２ 「第２次北海道男女平等参画基本計画」推進状況

●目標Ⅰ 男女平等参画の実現に向けた意識の改革

根強く残る男女の固定的な役割分担意識の解消等に向け、男女平等参画の広報･

啓発活動の充実や、男女平等の視点に立った教育の推進などに努めています。

H19年度

主 な 指 標 項 目 目標値 (第２次計画 H2７年度

策定時)

「男女共同参画社会」、「男女平等参画社会」とい 100% 56.0% 63.4％

う言葉を見たり聞いたりしたことがある人の割合 (H24)

全日制道立高等学校普通科において、在学中に１回 50% － 59.6%

以上インターンシップを経験した生徒の割合

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す 100％ 48.1% 78.9％

る法律」（配偶者暴力防止法）という言葉を見たり (H14調査) (H23調査)

聞いたりしたことがある人の割合

・「男女平等参画社会」等の言葉の浸透度は、H19年度に比べて7.4ポイント上昇

し、着実に上昇してきています。

・インターンシップを経験した生徒の割合は、H23年度に新たに指標項目に追加

しており、目標値を達成しました。

・「配偶者暴力防止法」の言葉の浸透度は、前回調査（H14）に比べて、30.8ポ

イント増加してます。

【主な関連施策】（抜粋）

・男女平等参画広報誌の発行

・男女平等参画社会づくり推進事業

（女性プラザ管理運営、男女平等参画チャレンジ賞、北海道女性協会補助金）

・進路指導対策費

・新規学卒者求人確保対策費

・配偶者暴力被害者支援対策（セミナー、研修会の開催等）

・人権啓発推進事業
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●目標Ⅱ 家庭・職場・地域社会における男女平等参画の促進

あらゆる分野への女性の参画を促進するとともに、男女が家庭、職場、地域社会にお

いてバランスのとれた豊かな生活が可能となるよう、また、男女平等参画を阻害するあ

らゆる暴力の根絶に向け、男女平等参画の促進に努めています。

主 な 指 標 項 目 目標値 H19年度 H27年度

子育てを支援する企業の割合 大企業 100% 99.3% 94.7%

中小企業 25% 0.248% 2.38%

保育所受入児童数 66,228人 65,136人 74,948人

保育所入所待機児童数 待機児童ゼロ 532人 182人

(H20.4.1) (H26.4.1)
育児休業取得率 男性 10％ 0.5% 4.０％

女性 85％ 70.8% 81.2％

主業農家に対する家族経営協定の締結数 20% 18.9% 23.3%

の割合 (H22)

・子育てを支援する企業の割合は、H19年度に比べて大企業で4.6ポイント減少

しています。

※子育てを支援する企業の割合とは：次世代育成支援対策推進法に規程している

「一般事業主行動計画策定届」の届け出企業の割合。

（「次世代育成支援対策推進法」に基づき、１０１人以上の従業員を雇用する

事業主は、仕事と子育ての両立を図るために必要な雇用環境の整備等を進める

ための「一般事業主行動計画」を策定し、厚生労働省都道府県労働局に届け出

なければなりません。また、１００人以下の従業員を雇用する事業主も、行動

計画を策定し、届け出るよう努めなければなりません。）

・保育所受入児童数は、目標値を達成しています。

・保育所入所待機児童数は、H20.4.1と比べて350人減少しています。

・女性の育児休業取得率は、H19年度と比べて10.4ポイント増加していますが、

目標値には達成しておりません。また、男性の取得率は、依然として低い状況に

あります。

・主業農家に対する家族経営協定の締結数の割合は、目標値を達成しています。
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【主な関連施策】（抜粋）

・地域少子化対策強化事業費（セミナー等の開催、情報誌の作成、配付）

・中小企業労働福祉推進事業費（セミナー等の開催）

・誰もが働きやすい職場環境づくり事業費

（シンポジウムの開催、両立支援推進企業表彰等）

・放課後児童クラブ設置促進事業
・児童館・児童センター・放課後児童クラブの充実

●目標Ⅲ 多様なライフスタイルを可能にする環境の整備

男女が、様々な分野において平等にその個性と能力を十分に発揮するために、自分に

あった生き方を選択し、健康で充実した人生を送ることができるよう、生活上の様々な

環境の整備に努めています。

主 な 指 標 項 目 目標値 H19年度 H27年度

道民カレッジの講座受講者数 132,000人 46,501人 ８7,937人

生涯学習に対する意識（地域において「自 ５0% 30.8% 32.2％

ら学習に取り組もうとする雰囲気が高ま
ってきている」と感じている住民の割合）

・道民カレッジの講座受講者数は、H19年度に比べて41,436人増加しました。

・生涯学習に対する意識は、30%程度で推移しています。

【主な関連施策】（抜粋）

・道民カレッジ事業（講座の提供）


